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研究成果の概要（和文）：本研究は、世界 11か国の主要ニュース番組や新聞（紙とインターネ

ット）の内容を一斉分析するとともに、同時期に各国民の政治知識、ならびに政治関心や有効

感覚をアンケート調査して、双方の連関があるかどうかを検討した。一般的には、公共放送制

度のある国のほうが、国民の政治知識（とくに国際的政治ニュースの知識）のスコアも高かっ

た。しかし、日本は、公共放送制度があるとはいえ、とりわけ国際政治ニュースへの知識や関

心度も高いとは言えなかった。本研究では、日本のマスメディアの諸問題を、比較研究の手法

とともに国際的文脈から批判的に検討することができた。 

 
研究成果の概要（英文）：This 11-nation comparative study investigates possible correlations 

between media contents (TV news, newspapers, internet news) on one hand, and political 

engagement/political knowledge, on the other. Our data suggest that public service 

television is especially effective in imparting knowledge and promoting a culture of 

democracy, in which news exposure, public affairs knowledge, sense of democratic 

competence and political interest feed off each other. In case of Japan, however, interest 

towards international affairs as well as knowledge scores on international politics 

remained low despite its strong PSB presence in its media landscape. 

 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2009年度 5,200,000 1,560,000 6,760,000 

2010年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 

2011年度 4,700,000 1,410,000 6,110,000  

総 計 14,400,000 4,320,000 18,720,000 

 

研究分野：社会学 

科研費の分科・細目：社会学 

キーワード：コミュニケーション、情報、メディア、市民、政治文化、公共性、国際比較 

 
１．研究開始当初の背景  

（１）本プロジェクトを開始する以前に、本
研究の共同研究者の一部は、欧州を中心とし
た類似の国際比較メディア研究を行ってい
た。その意味で、メディア研究分野における
比較研究の経験の蓄積はあった。しかしなが
ら、それらは西欧諸国を中心としたものであ
るために、完全なる「国際比較」とは言えな
いという欠点があった。 

（２）さらに、この研究とは別に、2000 年
にメディア研究において Hallin/Mancini 

Comparing Media Systemsという著作が出
版され、以降、国際的なメディア研究シーン
では、メディア制度や内容の比較研究の手法
が格段に進むとともに、その経験をもとに、
さまざまな批判もなされてきた。 

（３）本研究は、（１）と（２）に鑑みて、
設計されている。メディア研究の非西欧化を
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めざすために、欧州以外から、韓国、日本、
インド、コロンビアが参加している。最終的
には、以下の 11か国の参加となった：英国、
オーストラリア、カナダ、コロンビア、ギリ
シャ、イタリア、インド、ノルウェー、米国、
韓国、日本（科研費申請時には、８カ国だっ
たが、後日、カナダ、コロンビア、インドが
参加した。）各国ごとにファンドを申請し、
ワークショップやミーティングの費用等は
共同出資しながらプロジェクトを進めた。 

 

２．研究の目的 

「メディアの公共性の劣化」が、各国で問題
になっている。現代のメディアは、国民の政
治への無関心や無知を助長させているとも
言われている。しかしながら、そうした状況
は、各国でどの程度進み、その点が国の政治
文化にどのような影響を及ぼしているかに
ついては、詳しく解明されていない。本研究
では、こうした点について、国際比較調査を
もとに実証的に検討した。具体的には、商業
主義や市場原理が、メディアの公共性を衰え
させているという仮説を中心として、各国の
メディア・システムと政治知識や政治的関心
の相関を検討していった。 

 

３．研究の方法 

本研究では、調査を 2段階に分けて実施した。 
（１） 内容分析： 11カ国同時に、あらかじ

め決めたコーディング・スキームをも
とに、コーディング作業を行った。期
間は、2010年 5月 10日（月）～14

日（金）、5月 24日（月）～28日（金）、
6月 7日（月）～11日（金）の三週
間の間の、新聞 2、テレビ 2、ウェブ
サイト１の五つのメディアの記事を
対象とした。コーディングの信頼度を
高めるために、各国ごと、そして国際
的にスカイプを使って、トレーニング
セッションを数回実施）。 

ちなみに、日本で対象としたマスメ
ディアは、以下のものである。 

朝日新聞 （朝刊対象、新聞休刊日
の 6月 7日は除外） 

読売新聞 （朝刊対象、新聞休刊日
の 6月 7日は除外） 

NHK ニュース７ （午後 7時から
午後 7時半） 

テレビ朝日 報道ステーション 
（午後 9:45から午後 11時） 

Yahoo ニュース （Yahooサイトの
トピックの中で露出度が最も高い昼
12時～午後 1時の間に掲載されてい
た記事を対象－Y!トップのバックナ
ンバー利用） 

（２） つぎに、2009年時の会合（ロンドン
にて開催）で、政治知識をはじめ、

政治関心や政治的有効感覚に関する
質問項目を共同で決定。その上で、
2010年 7月上旬に 11カ国同時にイ
ンターネットで 1000人に対して質
問調査を行った。インターネット調
査は、スタンフォード大学 D.Rivers

教授が開発したサンプル・マッチン
グ方式を採用した。（サンプル・マ
ッチングに関しては、Rivers, 

Douglas. 2006. "Sample Matching: 

Representative Sampling from 

Internet Panels." Palo Alto, CA. 
ただし、この方法が使えない国（ギ
リシャ、韓国、コロンビア、インド）
は、各国の研究代表者によって最適
の方法が選択された。 

（３） 以上のように、（１）と（２）は政治
知識のサプライ・サイドについての調
査である。（３）は、そうした知識の
需要／受容サイドの調査である。双方
を明らかにすることによって、各国の
現在の政治文化の諸相を実証的に探
った。また、そこからさかのぼって、
各国のメディア・システム、制度や組
織のあり方、ジャーナリズムの規範な
どについても議論した。 

 
４．研究成果 
本研究では、第１に＜メディア・システム－
政治知識―政治文化＞の連関に関する国際
的状況についての知見を得た。第 2に、こう
した国際的比較／マッピングをもとに、世界
における日本の位置を確認し、日本のメディ
アおよび政治状況への含意を検討した。 
（１） 国際比較に関しては、一般的傾向と

して、公共放送制度をもつ国のほう
が、そうでない国よりも国民の政治
知識が高く、政治的関心も高く、さ
らに政治的有効感覚も強いことが明
らかになった。とくに、メディアの
商業主義の傾向が強い米国では、国
民の政治知識の低さが目立った。 

（２） 国際政治ニュースに関して、この傾
向がもっとも顕著だった。すなわち、
メディアで国際政治に関するニュー
スの量が多い国ほど、国民の国際政
治に関する知識も高いという明らか
な相関関係が示された。（図１） 

（３） しかしながら、（１）（２）の全体の
傾向からいくつかの留保や逸脱もあ
り、この点が日本にとっては重要な
示唆と言える。すなわち、 
a） 日本には NHK という公共放送制

度があるが、国単位での国際ニュ
ースの報道量の割合は低い（図
２）。 

b） 日本の公共放送 NHK による基幹



 

 

ニュース番組である「ニュース
７」における国際ニュースの割合
（赤いバー）は、商業放送である
テレビ朝日による「報道ステーシ
ョン」の国際ニュースの割合（青
いバー）より、低かった（図３）。 

c） 日本には NHK という公共放送が
あるものの、政治的関心は、国際
（赤いバー）、国内（青いバー）
両分野において、11 か国中、コ
ロンビアに次いで最低だった。
（図３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 国際ニュース量（サプライ）
と国際ニュースの知識との相関図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 国ごとの、国際、海外ニュー
スの割合 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 国際、海外ニュースの割合（国
ごと） 
 

 
図３ 各国の公共放送、商業放送の
国際、海外ニュースの割合 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 各国の国際ニュース、国内ニ
ュースへの関心度（非常に関心があ
る、関心があると答えた割合） 
 

（４） 政治知識とジェンダーの関係につい
ても分析を重ねた。世界全体で、女
性はメディアにおいて情報源として
引用される割合が低い（平均して、
引用された情報源本数全体の約 3 割
のみ）。さらに、11か国通して、女性
のほうが政治知識が低いことも確認
された。また、とくに先進諸国にお
いて、男女間の知識のギャップが目
立った。この点については、政治知
識を問う質問の種類が、先進国男性
に有利なものだったと予想されるこ
と、ならびに政治知識の問い方（「わ
からない」を選択肢に置く等）によ
っても差がでることなどが理由とし
て考えられる。しかし、こうした点
は、今後さらなる精査が必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図５ 各国の男女の政治知識スコア 
 
（５） 各国の伝統的な「まじめな」新聞／

高級紙は、女性を引用する回数が極
端に少ないという結果も明らかに
なった（全世界平均で 16%、ただ
し、カナダ、米国、コロンビア、ノ
ルウェーを除く）。こうして、新聞
が男女の社会的性差を再生産する
メディアであることも明らかにな
った。また、この点に関して、日本
の新聞の場合は、情報源について、
男女特定が不明のものが新聞では
半数以上、テレビでも約三分の一を



 

 

占めた。この点、世界的に見ても特
異であり、情報源のアイデンティテ
ィが過度に隠ぺいされている懸念
がある。 

（６） 今回、西欧先進諸国だけでなく、日
本、韓国、インド、コロンビアなど
非西欧諸国も入れて、世界における
メディアのあり方と政治知識の連関
についての検討を行った。さまざま
な知見は、たいへん有意義だったと
考えている。とくに、日本や韓国、
一部ギリシャやイタリアなどでは、
これまでメディア研究で考えられて
いた「常識」、すなわち市場原理がメ
ディアの公共性を破壊するという点
は、ある意味で反証された。つまり、
これらの国家では、受信料など制度
的に市場原理から独立を保障されて
いる「公共放送」や、実質的に規制
業種となって競争原理の働かない大
手新聞、放送企業は、むしろ国家と
の距離を近づけている。したがって、
世界的に見るならば、商業原理から
自由となることが、公共性ある多元
的言論空間を実現させるという西欧
的アイディアは、必ずしも世界的に
有効であるとは言い難い。 

（７） 他方で、経済規模も、歴史／文化も
異なる 11か国を一挙に比較するこ
とは、ときに強引さが必要で、乱暴
でさえあるとも感じた。比較する際、
それぞれの国の新聞やテレビが「意
味的／機能的等価物」とは言い切れ
ず、それらを横並びに比較すること
には、多くの留保が必要だ。また、
研究デザインについて、多国間で全
会一致の合意を得ることは至難の
業であることも痛感した。たとえば、
政治知識を問う質問項目で、世界の
バランスを取ることは至難の業で
あったし、政治知識の調査時期の決
定も、各国の選挙日程などが重なっ
たりして合意が難しかった。また、
資金的な面で、インドの参加が難し
くなったり、米国の研究者が一部の
調査実施を拒否したりするなど、全
員一致でプロジェクトの進捗状況
を確認しつつ、足並みを揃えること
も課題となった。いずれにしても、
こうした大規模プロジェクトに参
加したことにより、参加者全員がメ
ディア研究分野での国際的研究の
可能性と課題を学んだ。この研究の
成果は、プロジェクト設計を含めて、
今後さらに、新たなプロジェクトへ
とつなげられている。 

（８） 本研究によって、これまで日本国内

の文脈でしか議論されてこなかっ
た NHKや「民放」（日本の商業放
送）、大手新聞社が、世界的文脈に
おいて比較検討されたことも、非常
に有意義なものだったと考えてい
る。日本のマスメディアの課題を、
このように世界基準に参照して実
証的データをもとに指摘したこと
は、今日、非専門家によるさまざま
なメディア批判が飛び交う状況に
おいて、社会的に大きな貢献だと考
えている。 

（９） 本研究は、2013 年に英国 ESRC
（Economic and Social Research 
Council）の「特にすぐれた研究」
として表彰された。また、2012 年
開催された香港での世界世論調査
学会（WAPOR）では、優秀プレゼ
ンテーション賞としても顕彰され
た。 

（１０） 雑誌論文は、下記 3件のほか、現
在 3件が査読中である。 
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